
 〇調　 査 　日：平成16年6月1日

　　　 支援業」，「Ｐ－複合サービス事業」，「Ｑサービス業（他に分類されないもの）」に属する事
　　　 業・活動を行っている民営の事業所のうち，総務大臣が指定した事業所(約４６万事業所）

 〇調 査 事 項：開設時期，開設形態，収入金額，事業所の面積，事業所の営業時間，事業所の休業日，
　　 　　　料金 の状況，業務の繁閑状況，経費総額（設備投資額）　　等

 〇調査の対象：日本標準産業分類に大分類「Ｍ－飲食店，宿泊業」，「Ｎ－医療，福祉」，「Ｏ－教育，学習

 
 

〇サービス業基本調査は，我が国においてサービス業を営む事業所の経済活動及び業務の実態を
調査し もって我が国におけるサービス業事業所の産業 従業者規模等の基本的構造及び活動の　○平成22年国勢調査第１次試験調査の結果を踏まえた調査方法・調査事務の再検討及び調査項目の
　　設定の検証

　○調査日　　：　平成20年６月13日現在

　○調査地域　：　＜市区町＞
　　　　　　　　　　岩手県北上市、東京都豊島区、神奈川県横浜市、富山県高岡市、大阪府大阪市、
　　　　　　　　　　兵庫県神戸市、鳥取県米子市、高知県佐川町、長崎県佐世保市の９市区町
　　　　　　　　　＜調査区＞
                　　上記の市区町の区域に属する平成17年国勢調査調査区の中から地域特性を考慮して
　　　　　　　　　　選定する280調査区
　
　○調査対象　：　調査日現在、上記の選定調査区に常住するすべての世帯・人（約14,500世帯）
　
　○調査項目　：　「就業時間」及び「家計の収入の種類」の廃止、従業上の地位「雇用者」の選択肢の変
　　　　　　　　　更（正規・非正規の把握）、派遣労働者について派遣先産業の把握への変更、「５年前
　　　　　　　　　の住居の所在地」の記入方法の変更による５歳未満の子供の出生地の把握など

　○調査方法　：　＜調査票の配布＞
　　　　　　　　　　調査員が世帯と面接して、記入依頼を行った上で調査票を配布
　　　　　　　　　　不在世帯への訪問回数の上限を３回とし、その回数内に世帯と面接できない場合は郵
　　　　　　　　　　便受に入れるなどして配布
                  ＜調査票の提出＞
　　　　　　　  　　郵送提出、調査員への封入提出、インターネットでの回答又は市区町への持参による
　　　　　　　　　　こととし、調査区ごとに、原則郵送提出として周知する方法と、世帯が希望する方法
　　　　　　　　　　で提出できることを周知する方法のいずれかで実施
　　　　　　　　　　※郵送提出のあて先は全国一括の場所
　　　　　　　　　＜フォローアップ回収＞
　　　 　　　  　 　所定の期間内に調査票が提出されなかった世帯については、調査員が当該世帯を訪問
　　　　　　　　　　して調査票を直接回収（フォローアップ回収）することとし、調査区ごとに、調査票
　　　　　　　　　　の配布からフォローアップ回収までをすべての調査員が継続して担当する方法と、調
　　　　　　　　　　査票の配布はすべての調査員が担当し、フォローアップ回収は半数の調査員が担当す
　　　　　　　　　　る方法のいずれかで実施
　　　　　　　　　＜調査票の審査＞
　　　　　　　　　　全国一括の場所において、調査票の入力及びデータチェックを行い、記入不備のある
　　　　　　　　　　調査票データを市区町において審査
　
　○調査の流れ：

　
    　　　 ※市部：１調査員２調査区担当　　郡部：１調査員１調査区担当

　○平成22年国勢調査の企画・立案の検討に用いる基礎資料　　など

平成２２年国勢調査第２次試験調査の概要

目　的

概　要

結果利用

総務省
統計局

都道府県
（９）

調査員
※

世　帯
（約14,500）

市区町村
（９）

指導員
（35）
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